
インドネシア国

農業教官訓練計画

長期調査報告書

平 成 ９ 年１２月

国 際 協 力 事 業 団



序　　　　　文
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で長期調査員４名を現地に派遣しました。

同調査員は、本プロジェクトの開始に必要な現地調査及びインドネシア共和国政府関係者との

協議を行いました。

本報告書は、同調査員による調査結果などを取りまとめたものであり、今後、本プロジェクト

の実施の検討にあたり広く活用されることを願うものです。

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表し

ます。

平成９年 12月

国際協力事業団
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部長　戸　水　康　二
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第１章　長期調査員の派遣

１－１　派遣の経緯と目的

インドネシア国では懸案の米の国内自給について、一応の対応準備が整った。一方では経済発

展による国民所得の向上で嗜好が多様化して、トウモロコシ、ラッカセイなどのいわゆるパラ

ウィジャ作物や、野菜、果物、肉類の需要が高まり、輸入量が増加している。他方、工業化の進

展は農工両部門の生産性格差を拡大させて農村人口の都市流入を引き起こし、農業後継者確保の

観点から、農村若年層にとっての「魅力ある農業」づくりが課題となって、アグリビジネスなどへ

の道が模索されている。

これに対してインドネシア国の農業普及サービスは有効に機能しておらず、特に野菜、果樹な

どの栽培技術、ポストハーベスト及び地域社会開発などの分野における知識と技術の向上が求め

られていた。

こうした事情を背景にインドネシア政府は「農業教官訓練計画」に関するプロジェクト方式技術

協力を我が国に求めてきたため、国際協力事業団は1997年２月、事前調査団を派遣して要請背景・

内容を確認するとともに、プロジェクトフレームワークをインドネシア側関係者と協議した。同

調査で日本側の協力内容は①中央農業訓練センターで、試験研究機関などと協調しながら地域訓

練センター教官向け研修の内容改善を図り②その研修を実施③再訓練した教官を地域訓練セン

ターに配置④モデル地域訓練センターにおいて農業普及員と中核農民対象の研修内容の改善を図

り⑤その研修を実施⑥研修結果を中央農業訓練センターのカリキュラムに反映させる－ことによ

り、中央から末端レベルに至るまでの普及実施体制を強化し、普及関連職員の資質を研修を通じ

て向上させることとされた。（事前調査結果の概要は付属資料 6.参照）

今般の長期調査は、事前調査結果を踏まえて「より直接に農業者が裨益するよう、中央よりも現

場レベルに重点を置いてプロジェクトを展開する」「試験研究と普及サービスの連携モデルを地域

レベルで提示する」「他地域訓練センターへの波及は基本的に協力範囲外とし、インドネシア側が

実施する」とプロジェクトの方向性・フレームワークを整理し、事前調査の補完調査などを行って

実施協議調査に備えることとした。

長期調査の対処方針は以下のとおりである。

（1）別途計画中の無償資金協力による西ヌサテンガラ州地域訓練センター建設を、プロジェク

ト実施の前提としない（既存センターの活用もありうる）。

（2）本案件におけるインドネシア側全体計画の提示を求め、日本側に協力を求める範囲を明示

してもらう。

（3）ミニッツは調査結果及びプロジェクト開始の前提条件（インドネシア側の履行事項、たとえ

ばカウンターパートリストの作成、訓練センター補修工事及び予算措置など、並びに日本
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側準備事項）を内容に盛り込み、プロジェクトフレームワークについては、その方向性程度

の言及とする。

（4）プロジェクト活動の具体化。研修の具体的な改善方向、試験研究機関と普及組織との連携

を図るうえでの具体的活動について、イメージを得る。

１―２　調査員の構成

・普及 ：磯野　定夫

（社）農山漁村女性・生活活動支援協会　嘱託

・栽培 ：石川　洋

前岩手農業大学校教育部研究科　助教授

・研修／技術協力 ：正崎　雄三

国際協力事業団　特別嘱託

・無償資金協力 ：坂田　章吉

国際協力事業団　無償資金協力調査部調査第１課

・この他、個別派遣中の坂本治彦専門家が本長期調査に参加した。
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１―３　調査日程

日順 月日（曜） 移　動　及　び　業　務

１ ８月４日（月） 成田発ジャカルタ着

２ ５日（火） 大使館表敬、ＪＩＣＡインドネシア事務所打合せ、アンブレラ事務局

表敬

３ ６日（水） 中央農業訓練センター訪問、バンドンへ移動

４ ７日（木） レンバン技術評価試験場、スバン普及情報センター視察

５ ８日（金） 普及関係者合同会議（研究開発庁、アグリビジネス庁、官房普及セン

ター、教育訓練庁）

６ ９日（土） マタラム着、州知事表敬

７ 10日（日） 国内打合せ、資料整理

８ 11日（月） 普及情報センター、普及所、農業高校視察

９ 〜　　 地方農政局（ＫＡＮＷＩＬ）との協議

10 13日（水） 同上

11 14日（木） ビマへ移動、無償資金協力担当者マタラム着

12 15日（金） 訓練センター予定地視察（建設用地、圃場用地）

13 16日（土） スンバワ島へ移動、現地調査

14 17日（日） スンバワ島より戻る

15 18日（月） ＫＡＮＷＩＬ、地域開発局での協議

16 19日（火） ジャカルタへ戻る

17 20日（水） チヘア訓練センター、チアウィ中央農業訓練センターでの協議

18 21日（木） ミニッツ作成

19 22日（金） ミニッツ署名・交換、大使館、ＪＩＣＡインドネシア事務所への報告

20 23日（土） 成田着
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１―４　主要面談者

［インドネシア側］

（1）中央農業訓練センター（ＢＰＰＥＰ）

Mr.Sofyan Arsyad :Head, BPPFP Ciawi, Bogor

Mr.Paris Hutapea :Widyaiswara/Instructor

Mr.Gozali : Widyaiswara/Instructor

Ms.Syamsiah Marzuki, M.A. :Training Specialist

Ms.Soeharnis :Training Specialist

Ms.Alamanda Kartika :Widyaiswara（Trainer）

（2）レンバン農業評価試験場（ＢＰＴＰ）

Dr.Ir.H.Ahmad Dimyati, M.S. :Head Balai Pengkajian Teknologi Pertanian

Dr.Mei Rochjat Darmawiredja :Section Chief, BPTP

Ir.Mochamad Noch :Section Chief, BPTP

Dra.Sri Murtiani :Training Specialist

（3）カユアンボン地域訓練センター（ＢＬＰＰ）

Ir.M.Anas Rasyid, M.Ed. :Balai Latihan Pegawai Pertanian Kayuambon

Ms.Wiwin :Facilitator/Teacher

（4）スバン農業情報普及センター（ＢＩＰＰ）

Mr.Jajat Ruchjat :Agricultural Extensionist of Food Crop

Mr.Ading Saefuloh :Agricultural Extensionist of Estate crop

Mr.Tatang S. :Agricultural Extensionist of Agribusiness

Mr.Ganda :Agricultural Extensionist

Ir.Asih Wiriadipoera :Chief, BIPP Subang

（5）ラブアピ農業普及所（ＢＰＰ，西ヌサテンガラ州）

Mr.Abdullah :PPL（Coordinator）

Mr.Moh.Nasib :Staff Teknik

Mr.Gentos Yukadi :Staff Teknik

Mrs.Hartati Ningsih :Staff Teknik

Mrs.Soekartini :Staff Administrasi

Mr.Husnol Yakin :Staff Administrasi

Mr.Holidaen :Staff Administrasi

（6）マタラム農業評価試験場（ＩＰＰＴＰ）

Ir.Abd.Salam Wahid, M.S. :Kepala Instansi
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（7）西ロンボク農業情報普及センター（ＢＩＰＰ）

Ir.Soehardi :所長

Ir.M.Nasrun :Subject Matter Specialist, ＰＰＳ）

（8）マタラム農業高校（ＳＰＰ，Mataram）

Ir.H.Sultan Daulay, M.A. :校長

Ir.Prihono :Widyaiswara, Project Head

（9）ロンボク地方農政局（ＫＡＮＷＩＬ）

Ir.Tri Wivowo :地方農政局長

Ir.Ishak Noer :Kepala bidang Sumber Daya Pertanian

Ir.Wahyu Dharmawan :Subject Matter Specialist（ＰＰＳ）

Ir.Ari Lestari :Staff

（10）ＢＡＰＰＥＤＡ（Provincial Development Planning Board）

Ir.Nanang Samodra, M.Sc. :Vice Chairman

Dr.Katsel Aritonang :Staff

（11）西ヌサテンガラ州知事事務所

Drs.H.Warsito :Gubernur NTB

（12）農業省教育訓練庁（ＡＡＥＴ）

Ir.H.Muchtar Abdullah :Director General, AAET

Ir.Moch.Sobirin :Secretary, AAET

Mr.Maman A.Rifai, M.A. :Head, Planning Division, AAET

Ir.Amirudin Beng :AAET

Ir.Dedi Rifai :AAET

Ir.Agus Amran :AAET

Drs.Sutrisno :AAET

Drs.Nurcahyo :AAET

Ir.Patwi Sihbujanti :AAET

Dra, Naniek Suryaningsih :AAET

Ir.Edi Sudaryatno :AAET

Drs.Achmadi :AAET

（13）アグリビジネス庁

Ir.Sutadji :Agency for Agribusiness

（14）農業省（ＭＯＡ）

Dr.Ir.Achmad Syarifuddin Karama:Secretary General, MOA
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[日本側]

（1）在インドネシア日本国大使館

河内　幸男 ：一等書記官

（2）ＪＩＣＡインドネシア事務所

諏訪　龍 ：事務所長

乾　　英二 ：所員

田和　正裕 ：所員

（3）個別専門家

坂本　治彦 ：農業省教育訓練庁

垣矢　直俊 ：アンブレラ事務局

中東　一 ：アンブレラ事務局
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第２章　調査結果

２―１　インドネシア国農業の現状、問題点及びその方向性

（1）アグリビジネス

インドネシア国では第６次５か年計画（1994／ 95～ 98／ 99）に次いで第７次５か年計画（Ｒ

ＥＰＥＲＩＴＡ　VII）が出されようとしているが、この中でアグリビジネスの振興が大きく

打ち出されている。これは従来の穀物生産重視から農家の経営改善も重視するとの政策の転

換で、既に「アグリビジネス庁」が新設されている。アグリビジネス庁の任務は「農業経営の

改善により他産業との均衡を図ること」とされており、施策の中においても「農民の利益の向

上」が明らかになっていることが重要である。

調査団は関連機関との合同ミーティングの際、アグリビジネス庁の代表者に同庁が推進し

ている持続的、総合的農業開発戦略のひとつとしてのアグリビジネスについて、その目的、活

動やその方向性につき質問したところ、同庁スタッフの明確な回答は得られなかった。が、ア

グリビジネスという言葉は、今や農政における、最大のキーワードである。

アグリビジネスとは、広い意味で農業生産に投入される物資の供給・流通から農産物、そ

の加工品のマーケティングに至るまでのすべての活動と定義される。それゆえ、アグリビジ

ネスというシステムは、

1） 農業生産のために投入される物資の供給、流通、農業技術の改善及び農業にかかわる

人的資源の開発

2） 農産物生産そのもの

3） 農産物加工、つまりアグロインダストリー

4） 農産品の販売、マーケティング

という４つの構成要素から成る。総合化され、かつ競争力のある商品生産システムの中で、

農産品生産の流れをスピードアップ、増加させ、付加価値をつけるため、構成要素間の機能

的連携は綿密に定めることが必要である。

１）の構成要素には、投入物資に関する計画策定、供給と管理、農業技術と人的資源の改善

が含まれ、主な政策とは、農業投入物資が、必要なときにリーズナブルな価格で確実に供給

されるための政府の努力をさしている。

２）の構成要素は、農業１次産品の生産増加をめざすための農業経営そのもので、活動とし

ては、適地、作物の選定、技術及び営農パターンの策定などを含む。

３）は、農民レベルの単純な加工にとどまらず、農産物の収穫後処理から加工品生産まです

べての活動を含んでいる。
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４）は、農産物及び加工品の国内外のマーケティングに関することを対象としており、主活

動は、国内外の市場でのモニタリング、市場情報に関することである。

（2）総合的農業開発戦略

総合的農業開発の戦略を以下の４つに設定することができる。

第１に、アグリビジネスの４つの構成要素それぞれの活動が、継続的に高い効率をもって

動くよう、相互関係を強化し、天然資源、資本、人的資源を効率よく、最適に利活用し、市

場メカニズムをも意識しつつ活動することを意味する。

第２に、アグリビジネスの発達は、農村の経済活動を活発化しなければならない。互いに

利益を分かちあえるようなパートナーシップをつくり出す方向をめざし、生じた付加価値は

公正に分配されるべきである。

第４に、大規模なアグリビジネスは一般的に資本、技術、経営に、より大きな能力を持っ

ている。その支援政策は、農産加工品の輸出規制、投入材の輸入、ライセンス、税金、イン

フラの開発といったマクロ政策により重点を置いたものとなろう。中小規模のアグロインダ

ストリーはその能力の限界から、人的資源、資本、技術、経営、マーケティングなどを、効

率的生産を考慮したものに改善していく必要があるとされている。

本件については引き続き、現場での聞き取り、資料収集活動を行い、事実の確認を図る必

要があるため、個別派遣専門家坂本氏への調査依頼を行う必要がある。

（3）農業普及訓練

第７次５か年計画は農業普及訓練の進め方として、①水産、畜産、エステート作物、食用

作物、園芸作物の自由化政策　②100万ヘクタールの農地開発　③ＫＡＰＥＴ（総合基礎経済

開発ゾーン）やＳＰＡＫＵ（主幹作目アグリビジネスセンター）を通じたアグリビジネスの開

発　④移住計画　⑤若年層対策などの諸政策を掲げているが、それを達成するために農業教

育訓練分野では、以下の重点政策を実行することとしている。

1） 農業セクターの人材育成・農業教育訓練機関の充実

2） 農業教育、研修実施の質的向上

3） 訓練活動の実施にあたり民間セクターとの協力関係強化

また、中央から地方に至る人材の育成を図るため、研究者、教官・教師、普及専門技術員

などの職能グループへの教育訓練の実施、農業青年への教育訓練を通じたアグリビジネスに

基づく農業経営や、農民教育による小規模アグロインダストリーを通じた農産品創出をめざ

す。訓練の質的向上は、農業ビジネススクールの開設、アグリビジネス志向の農科大学の開

設や農業普及情報センター増設を通じて普及開発を進めるとしている。
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いずれにせよ、次期５か年計画においても農業開発計画の策定には、引き続きアグリビジ

ネスの切り口を必ずもたせるよう、調整されていることがうかがえる。

２―２　農業分野関連上位計画と本案件との連携可能性

事前調査によって、第２次 25か年長期開発計画及び第６次５か年計画における本プロジェクト

の位置づけ及び意義が確認された。今次調査においては、その他の農業分野関連上位計画を確認、

本件との連携可能性につきインドネシア側と協議、検討した。

ＳＵＴＰＡ（Sistem Usaha Tani Berbasis Padi Dengan Wawasan Agribisnis）は、アグリビジ

ネス指向を基本コンセプトとして、稲作を基礎にすえた資源利用営農システムで、その目標とし

て以下の４点をあげている。

（1）国家レベルでの食糧生産性の向上に必要な水稲、大豆、トウモロコシや野菜類の優良品種

の普及迅速化

（2）アグリビジネスという観点から見た、食用作物の国際競争力の向上

（3）現存資源の有効利用を基礎に、地域特性をもたせた営農システムの安定化

（4）営農による収益向上と、旧態依然とした農民の態度、思考の変化

ＳＵＴＰＡは以上の目標をめざして各地域で技術システムの適応を図るため、1995／ 96年度か

ら導入が開始された新システムで、①高収量品種の導入　②施肥法（機械による）、ＴＡＢＥＬＡ

（直播方式）　③年間作付け方式（最低 300％）の導入を試みている。

その試験栽培面積は下記のとおり。

1995／ 96年度 14州合計で、46,000ヘクタール

1996／ 97年度 18州合計で、50,000ヘクタール

当システムの特徴は以下のようにまとめられる。

・水稲品種の優位

ＭＥＭＢＲＡＭＯ ＞ＩＲ―64 by 1.5トン

・ＴＡＢＥＬＡ収量の優位

ＴＡＢＥＬＡ（直播法）＞ＴＡＰＩＮ（移植法） by 23%

・生育期間の優位

ＴＡＢＥＬＡ ＞ＴＡＰＩＮ by 15～ 20days

・労働力の優位

ＴＡＢＥＬＡ ＞ＴＡＰＩＮ by 20～ 25%　効率良

以上のＳＵＴＰＡに対する本プロジェクトのかかわり方は、次のように考えられる。

1） 水稲栽培環境が整った農業地帯に対する当営農システム導入が主眼とされており、中央訓

練の成果実証の場として西ヌサテンガラ（ＮＴＢ）州を見た場合、灌漑施設の整備されたロ
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ンボク島西部地域がその対象の中心となり、その他多くの地域では、天水田という環境下

での営農と考えられるので、当システムの適応範囲は小規模に限定されるだろう。

2） ＳＵＴＰＡの圃場レベルでの収益性検討は、各州内の技術評価試験場などで現在検討中で

あり、今後の対応が待たれる。また、技術的側面からの検証も必要で、そのうえで本プロ

ジェクトとのかかわりを考慮する。

２―３　試験研究と普及との連携

中央省庁においては、試験研究機関としての農業省研究開発庁、普及機関として官房農業普及

センター及び教育訓練庁が、連絡協議の場として年１～２回の連絡会議を実施しているが、消極

的対応でしかない。農家の経営改善強化のための、総合的な施策の協議策定や、施策の実施、研

修マニュアルの作成のための協議は行われていない。普及や試験現場が直面する諸問題への協力

対応や、提案、討議の場としての、活性化が切望される。

地方レベルにおける両者出先機関の協力関係は、おおむね同様である。例外的にたとえば西

ジャワ州レンバンの技術評価試験場では、研究者と普及専門技術員、地方農政局（ＫＡＮＷＩＬ）

や普及所、作物研究センターなどの、機関を超えた地域農業開発委員会を設ける動きがある旨を

耳にした。しかし、それにより地域農業問題の吸収を図り、現地に根ざした実証試験の立案、更

に成果の普及への迅速な取り組みなどに役立てることのできる連携が、両者にとって重要である。

研究と普及が連携を取りあって地域の農業開発に貢献できるような環境設定が多くの技術評価試

験場（ＢＰＴＰ）、地域訓練センターなどにはできていない。あるいは、機能として、試験機関と

普及組織の共同をうたってはいるが、その相互の役割が果たされていないのが現状である。

上記西ジャワ州レンバンの技術評価試験場（ＢＰＴＰ）についてその概要を見てみる。

1995年４月、組織再編に伴い、研究開発庁農業社会・経済研究センター傘下で、地域に適応し

た技術実証試験を主に、研究活動を行うことになった機関で、その機能は次のとおりである。

1） 地域特性に基づく農作物の試験研究の実施

2） 地域特性に基づく農業技術実証試験の実施

3） 農業研究遂行のためのフィードバック

4） 試験研究結果の普及機関への提供

5） 農業技術研究活動への技術サービス

試験場職員合計は80名、このうち、学卒35名、修士３名、博士４名がその主要業務にあたって

いる。同試験場の試験プログラムは、水稲、畑作物、畜産、淡水魚などをベースとした営農シス

テムの実証試験を中心に実施されているが、前述したように普及活動を通じて現地のニーズをく

みあげ、それを試験研究の課題として地域に根ざした研究、実証活動ができるよう、また実証成

果が迅速に普及部門へ提供されるような両者間の連携強化が必要である。
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２―４　普及職員の研修実態

インドネシア国の教育訓練庁職員のもつ農業技術能力の驚くべき低さと、その技術訓練の歴史

的な不十分さを十分に認識した上で、訓練の現状と問題点を整理してみる。

２―４―１　中央段階（チァウィ中央農業訓練センター）の現状と問題点

（1）作物の多様化や品質向上策による経営改善の指導に関する能力が不足している。

（2）研究機関との連携が弱く、新たな品種や技術に関する情報が不足している。

（3）農業省の他部局との連携が弱く、農家の経営改善に関する施策を総合的に把握していな

い。

（4）人材育成の目標や基本戦略が策定されていない。

（5）指導指針や教材が不足している。

（6）普及が地方自治体に移されたため、研修と普及との関連が希薄になっている。

（7）問題の整理や対応を組織的に確認していない。

（8）研修後の評価を的確に行っていない。

（9）座学中心で普及活動の理念・原則が、現場職員の現実の普及活動の内容につながってい

ない。

チアウィ中央農業訓練センター（ＢＰＰＥＰ）の研修

本年度（97／ 98）の研修活動計画を以下に示す。

1） 専門技術員に対する普及基礎研修

①グループ３ １か月間 30名

②グループ４ １か月間 30名

2） 漁業検疫基礎研修

3） 地域訓練センター教官研修

①グループ１ ２週間 30名

②グループ２ ２週間 30名

4） 農業高校教官基礎研修

３か月間 30名

5） 研修評価の実施

研修カリキュラムは、研修実施の前年度に各研修センターから提出のあった研修計画を受け、

教育訓練庁普及教育訓練センターがその内容をチェック修正し決定される。研修カリキュラム

の中身について、当センターの主要研修コースのひとつである専門技術員養成基礎コースを例
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に調査してみた。基礎カリキュラムとして、公務員としての役割、普及・開発のあり方、普及

員への指導／管理を、コア（中心）カリキュラムとして農業普及の実際活動、普及活動計画の作

成、評価、モニタリング、普及員への助言、農業技術の習得など、また補足カリキュラムとし

て農村女性の役割、農村貧困撲滅、農業信用クレジット活動を学ぶこととなっており、合計 21

の多彩な教科が基礎コースには取り入れられている。

ここで注意すべきことは、先に述べた普及職員の技術指導能力を大きく左右する技術習得（体

得）のためのカリキュラムが皆無であり、わずかにフィールドラボラトリー（ＦＬ）や野外活動

で農家レベル展示圃視察くらいの、手を汚さない農業専門技術員養成コースである。専門技術

員は、ここ５～６年の間に急速に採用数が増え、その多くが大学卒業直後に専門技術員や訓練

教官として採用されて、専門分野は大学の専攻で決められる。困ったことには、その後の専門

技術のブラッシュアップがないまま、現場では普及員への指導を任されている。当訓練セン

ター敷地内に農業実習用地はあるが、現在放置されたままで、研修活動に使われた形跡はな

かった。

当中央農業訓練センターの講師は 16名で研修の実施に取り組んでいる。しかし、彼らの役割

を見ると、どちらかといえば研修コーディネーターとして見るべきで、中央教育訓練庁からの

指示コース、カリキュラムに従って講師の選別、あるいは同庁内の３セクターや各総局、関連

大学などへの講師依頼など調整の役割を行っている。もちろん彼ら自身が講師として教壇に立

つことはあるが、中央農業訓練センターの人材育成という観点からすると、センター教官が普

及関連分野の主要教科課目を、将来彼ら自身で取り組んでいけるよう指導していかねばならな

い。

研修教材の作成、蓄積が極めて貧弱である。教材として今回入手できたものはなく、現場に

おいて見せてもらった“教材”は、大型ファイルに物理的に綴じられた資料集でしかなかった。

教材として毎回使用するという考えで製本し増刷し、研修に使用するという方法は取られてい

ない。研修の主要科目教材、マニュアルなどの作成計画から今後指導していかねばならない。

２―４―２　地方段階での現状と問題点

（1）インドネシア国農業の現状は、食糧自給だけではなく、農業所得の向上をもめざした多

様作物の栽培、家畜飼養、生産加工、マーケティングなど特定専門分野をそれぞれ担当

する教官や専門技術員をできるだけ早く多く養成するよう求められている。

（2）地方の農業教官の多くは、大学を卒業したばかりの若い人達で、農業実務の経験に乏し

い。

（3）地域訓練センターと試験研究機関との連携や、農業高校の教官、訓練センターの教官及

び地方農業事務所（ＤＩＮＡＳ）専門技術員の三者間の業務交流はほとんどなく、協力関
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係を今後どう強化していくのか。

（4）担当専任分野は多くかつ広いけれど、その分野ごとの力量は浅く弱い教官をつくるか、

それとも、専任分野は狭いけれど、その分野の力量は深く強い教官をつくるかの選択を

迫られている状況下にある。責任分担専門分野が特定されて、教官として、現場活動の

内容、方法、責任が具体的かつ明確にされれば、教官達の使命感や自己訓練は、より積

極的になろう。

（5）各教官自身が担当している現場の生の問題解決を訓練の教材とし、教官達自身の日常の

業務活動を意識的、意図的に実施し、それを分析、評価、反省する、という最も実用的、

効果的な訓練方法を取り入れていない。

２―４―３　プロジェクトとしての訓練センターへの対応

プロジェクト方式技術協力として、次の取り組みが考えられる。

（1）普及教育手法の理論には強いが、その実践が極端に弱い現場普及の体系を改善するため

には、普及職員の実践活動能力の強化を図る必要がある。

（2）また、専門技術員、普及員の技術能力の向上を図るため、現状の研修カリキュラム内容

の改善を図り、技能、実践能力の充実を図る。

（3）普及実践手法の定着を進めるとともに、農業経営改善や普及活動実施計画を作成・実施・

分析評価する能力や集団活動の指導・促進などソフト面での訓練が必要となる。

（4）上記の活動を通じて、地域訓練センター教官や専門技術員の育成を図る。

２―５　他地域訓練センターの概要

（1）チヘアＢＬＰＰ（地域訓練センター）

日本が協力した「中堅技術者養成計画」で、1979年～ 1991年及び 1991年～ 1992年（アフター

ケア）まで続けられた。このプロジェクトは、当時インドネシア国の農政重点課題である「食

糧自給達成のための農業開発」に係る職員訓練所活動への協力要請を受けたもので、バタンカ

ルクＢＬＰＰとともに、モデル地域訓練センターとして設置された。

今回の調査で確認したことは、このプロジェクトで開発された農業普及員の実技能力を養

成するための「オンキャンパストライアル」、「フィールドラボラトリー」、「技能パケット」な

どの手法がプロジェクト終了後も継続して使用されている。

この間にインドネシア国の農政の課題は、当初の「稲作と機械化」を中心としたものから

「アグリビジネスの振興などによる農家の経営改善」へと大きく転換しているので、これへの

対応が課題になっている。現在、普及、農業機械、食用作物などの22コースあり、1994年～
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1997年には延べ 45コース 2,964名の研修を実施した。

前述の訓練技術などについては、プロジェクト活動期間中は刊行物を全国的に広報してい

たが、現在こうしたＰＲはされていない。

（2）レバノンＢＬＰＰ（地域訓練センター）

インドネシア国独自で建設した訓練施設で、普及員などの訓練については、初任者研修か

ら上級普及員に至るまで、段階的にカリキュラムを作成して、計画的に実施している。ここ

では、研修の説明は、農業技術評価試験場（ＢＰＴＰ）所属の専門技術員が行い、研修を担当

しているとのことだった。

（3）チアウィＢＬＰＰ（地域訓練センター）

女性所長で、第三国研修も行っている。訓練センターの独自性をもちながら、関係機関と

連携を取り、多彩な研修活動をしている。

２―６　農業普及・研修関連機関

スバンＢＩＰＰ（農業普及情報センター）を例に見ると、この組織は、農業省官房農業普及セン

ターの傘下にある施設で、1996年から全県に（約 300箇所）設置されることになっている。このセ

ンターの目的は、管内の普及所を統括し、現場の実態に適応した普及活動をさせようということ

で、デモンストレーションファームをもったセンターでは、新技術の実証・展示や農民指導を行っ

ている。

２―７　第３次アンブレラ協力との関連

研修の実施またその成果の他地域への展開上、将来的には第３次アンブレラ協力下の、他のプ

ロジェクトと連携を図ることは、効率的、効果的プロジェクト運営という点で有用であり、また

アンブレラ協力の精神にも合致するものと思われる。西ヌサテンガラ州の地域農業開発に直接、

間接的に関連したＪＩＣＡ支援の農業分野プロジェクトとの連携を考えた場合、①種子馬鈴薯増

殖研修計画　②大豆種子増殖研修計画　③農水産業統計技術改善計画　④適正農業機械技術開発

センター計画（Ａ／Ｃ）　⑤農業研究強化計画（Ａ／Ｃ）　⑥その他農業個別派遣専門家などで育成

された技術者集団（Ｃ／Ｐ）の研修講師としての派遣交流や、技術研修の受入れなど、アンブレラ

傘下の有機的な連携は不可欠である。

２―８　第三国の協力概要

今回の長期調査期間内で、本項目を調査することはできなかった。個別派遣の坂本専門家に引
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き続き調査を依頼する。

２－９　モデルサイトの現状及び問題点

２－９－１　センター建設協力

プロジェクトを実施するうえで、中央農業訓練センターでの活動を実証すべきモデル地域訓

練センターが必要であるが、インドネシア国全体で 31箇所の地域訓練センターがあるものの、

西ヌサテンガラ州はまだ訓練センターが設立されていない。同州は、アンブレラ協力における

モデル州であり、農業開発の重点実施地域として位置づけられており、今回の調査で同州ロン

ボク島においては、活発な協力関係の構築が期待できる農業試験研究機関が複数存在しており、

また同州農業普及の人的、予算的な積極的視点が期待できるなど、モデル地域訓練センター設

置地域として、他州と比較してもその環境が整っている。以上の理由により、本長期調査団で

は、同州における地域訓練センター建設は本件案件実施に不可欠であると判断した。

２－９－２　地域開発計画における本計画の位置づけ

（1）農業開発計画

食物作用、畜産エステート作物、漁業などの市場流通をめざしたアグリビジネスの発展

を通じて、西ヌサテンガラ（ＮＴＢ）州の優良農業セクターの農業生産性の向上を図ること

として：

①水稲、パラウイジャ作物の地域集約性の改善

②園芸、果樹作物の開発

③漁業、養殖セクターの強化

④畜産業の開発

⑤農業技術、農業集約化促進に関する情報・普及活動の強化

以上の開発計画を実施中である。また、優先分野の開発として、レペリタ VIでは州の経

済開発は農業を最優先とし、ロンボク西部域の観光業、スンバワ東部域の鉱工業を推進す

ることとしている。

（2）島内農業は、水に比較的恵まれたロンボク島中西部での水稲、パラウイジャ作物の推進、

その他の地域では、山岳地域での畜産業、あるいは深井戸による赤タマネギに代表され

る伝統園芸作物の栽培に集約されるが、州内間での移住政策が以前から実施され、州内

人口の再編も行われている。
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（3）インドネシア国の東部政策に基づくＫＡＰＥＴ（総合基礎開発ゾーン）計画が数年前から

スンバワ島東部を対象に進められており、貧困対策、農業開発鉱工業化などのあらゆる

方面から島の経済開発をめざすもので、農業分野においても、営農計画、食用作物ある

いは栄養の多様化計画、農業基盤整備計画などの様々なプログラムが策定中である。

（4）このように、州内の農業分野を取り巻く環境が大きく変化しつつある現状において、州

地方農政局（ＫＡＮＷＩＬ）や地域訓練センターの農業普及訓練活動への要望、農業人材

育成への期待が、州、県地方農業事務所（ＤＩＮＡＳ）のみならず、地方の普及員職員レ

ベルに至るまで強く感じられた。

２－９－３　農業事情と地域営農状況

（1）ロンボク島

1） 作物栽培の概観

同島の主要な作付け体系は、水稲－水稲－大豆（その他）である。マタラム周辺の圃場

では、水稲跡の大豆又はラッカセイ・緑豆が見られた。これらのほとんどは稲藁マルチ

で覆われている。これは土壌水分の保持を狙ったものであろうと思われた。

栽培されている大豆、緑豆のほとんどが散播されているのに対し、ラッカセイはその

ほとんどが条播されていた。ラッカセイと緑豆は、一般に葉色も濃く良好な生育を示し

ているのに対し、大豆は、概して葉色も淡く生育も劣っているものと観察された。

作付け体系は不明であったが、水稲跡と見られる圃場に豆類以外の野菜などが栽培さ

れているところもあった。マタラム郊外では主に野菜が栽培され、市街地から離れるに

従い、タバコやトウモロコシが栽培されているのが散見された。これらタバコやトウモ

ロコシは乾燥のためか生育が劣っている。また、タバコでは多くの欠株が認められた。

市街地周辺で花卉栽培と思われる圃場も見られたが、花木などで生育ステージや生育

量が不斉一であり、圃場条件も良さそうなのに少し残念に思われた。

2） 作物栽培の問題点

ロンボクでは大豆の栽培面積は 47,400ヘクタールで、水稲に次いで多いが、単位面積

当たりの収量は 100キログラム／ 10アールと低い。これは初期生育が劣り、栄養生育期

間が高温条件と相まって極端に短くなるためと思われる。これには、初期生育を確保す

る栽培管理、有機物の施用を含めた土壌管理技術の徹底が必要であろうと思われた。ま

た、高温条件下でも早く開花に達しない品種の育成・選定も急がれるであろう。
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非常に基本的な技術だと思うのだが、豆類では、特にすじ播きなどでは、その栽植密

度が高いように思う。間引きなど行うことで、いくらかでも多収になるようにも思える

のである。逆に、タバコなどでは補植をすることで、かなり収量が高まりそうにも思え

た。

近郊野菜栽培は、トウモロコシ、カンコン（サツマイモ属の野菜）、トマトなどである

が、栽培されている品目が少ないように思う。栽培品目の拡大と、病虫害の激発を避け

るためのローテーションも見いだしたいものである。

花卉農家でも計画的に出荷できるような圃場管理、栽培技術の普及と、鉢物や貸し植

木のような新たな市場開拓も大切であろう。

熱帯では、乾期に土壌の塩類濃度障害や、固結することが知られている。このような

土壌劣化に対する技術としてのローテーション、土壌水分対策及び耕起・整地法の研究

も実施されなければならない。

（2）スンバワ島

1） 作物栽培の概観

乾燥の程度は、ロンボクのそれよりも著しい。またスンバワ島ではＧＲＤＰのうち農

業生産が 50.4％を占めるなど、典型的な農業地域である。したがって、農民の農業に対

する執着は極めて強いものである。

また、行政的にも農業用水確保に関する事業などに力を入れていることが観察された。

農地灌漑のできるところが唯一“緑”が見られるほどの乾燥地である。また、このよう

な灌漑の行われている地域では、“水利組合”のような地域住民（農民）の組織ができてお

り、地域的なまとまりもあるようであった。

これらの地域では、乾期の主な換金作物として“バワンメラ”（赤タマネギ）が栽培され

ている。作付け体系として、水稲（雨期）－バワンメラ－バワンプテー（ニンニク）－トウ

モロコシ、あるいは水稲－バワンメラ－バワンメラ－バワンメラ－種球であるという。

バワンメラの栽培では毎日の灌水と頻繁な害虫防除をしなければならないということで

あった。

地下水汲み上げの小規模灌漑は、６馬力のポンプ１台で 10ヘクタールに灌水している

という。固定ポンプで揚水している外に、移動式ポンプを毎日井戸まで運んで来て利用

している地域、あるいは井戸から直接人力で汲み上げ、畑に灌水している地域もあった。

水量が比較的潤沢で、かつ灌漑範囲の広い地域では、ダイズ、ラッカセイ、サツマイ

モなどの普通作物も栽培されていた。かつてはモロヘイヤやオクラなども栽培されてい

たが、現在はほとんど行われていないという。
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スンバワ島でも比較的潤沢な所では、水稲二期作が行われているが（スンバワ島中部

ママツ普及所）、ここでは水稲栽培の農繁期には労働力が不足し、ビマやロンボクからも

出稼ぎを頼むこともあるそうである。

2） バワンメラの販売

バワンメラは、仲買人が買っていくという。この時、極端に品質の悪いものは除くが、

あまり選別をしないで、仲買人の方で選別しているという。道端に積んであるものをト

ラックで集荷していくそうである。仲買人は中国人が多く、仲買人同士の結束も固く、資

本力もあるので、農協（ＫＵＤ）や行政側も対抗できない。農民は営農資金を借りるそう

である。そのためかつては、100％が青田買いであったが、現在は10％程度が青田買いだ

という。

3） 畜産について

スンバワ島では、馬と水牛の飼養が多い。しかし放牧されているものは見られず、ほ

とんどが舎飼いなのであろう。スンバワ島でエンパンという地区で家畜（主に水牛、牛）

を飼養する農民グループを訪ねた。１人当たりの飼育頭数は２、３頭程度のようであっ

た。ここでは、飼料をどう確保するかが問題で、特に、栄養価の高い飼料の確保、加工

技術の習得が現時点での課題であるという。

4） 漁業について

スンバワ島の東端のサペと中部のサントンの港を視察した。サントンでは、漁民の場

合もグループをつくっていた。ここでは 55名が 12のグループに分かれ、所有する船は６

隻である。主にタイやカジキマグロなどを取り、生で出荷している。また小魚は乾燥し

て出荷しているという。小さい船で魚を取り、大きい船で港に運べば効率がよいのだが、

大きな船を持っていない。そのため組織的な漁ができない悩みがある。また、小魚の乾

燥機がほしい（特に雨期の乾燥）。

5） 作物栽培及び販売の問題点

バワンメラの栽培では、栽培期間中人力で灌水している。これをドリップ灌漑などで、

労力と灌水量の軽減を図るならば、新たな換金作物導入の可能性が開けるものと思われ

る。また灌漑しながら普通作物を栽培している地域でも、より高収益な作物の導入に

よって、生活の安定を図りたいものである。なお、これらの地域では農民組織がしっか

りしているので、新作物の導入や栽培技術の改善は普及しやすいものと思われる。バワ
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ンメラを出荷するとき、圃場からほぼ直接的に出荷していたのを、ある程度選別するこ

とで、より付加価値のある物を出荷したほうがよいのではないだろうか。そのためには、

一定期間貯蔵するなどの技術が必要となる。

新作物の導入とともに、出荷、販売システムがより農民の利益になるように変えてい

く必要がある。“水利組合”などの組織や農協（ＫＵＤ）の育成・強化の方策が取られる必

要がある。

稲作二期作地域での労働不足の解消のため、直播栽培の実用化の検討や、収穫作業の

機械化に関する検討が要求されている。また、スンバワは、水稲の単収が低く、不安定

であるため、安定・多収の栽培技術確立も望まれる。大消費地から離れているスンバワ

では、品質を損なわない輸送や２次加工による農作物の高付加価値化で農民所得向上に

結びつけたいものである。

（3）農業改良普及員、専門技術員の要求

普及員や専門技術員との話し合いに基づき、その要求をまとめると、以下のような声が

多く聞かれた。

・デモンストレーションファームを通じた技術指導研修

・専門分野外の幅広い研修

・普及所圃場の技術的運営

・普及交通手段

また、西ヌサテンガラ州の農業専門家との意見交換では、以下の要望があった。

・地域農業計画の立案に対応する普及計画作成研修

・農作物の流通・販売のためのマーケティング研修

・農協（ＫＵＤ）の育成・強化に関する研修

・農作物加工など小規模アグリビジネスに関する研修

・総合的普及技術研修など

特にスンバワ島においては、“水利組合”のような活動的農民組織があり、この組織な

どを普及活動の拠点として、新作物や新技術などの普及が図られるなら、比較的早期にそ

の成果が実るように思われる。

（4）普及関連職員の研修状況

西ヌサテンガラ州（ＮＴＢ）における普及職員研修活動は、２年前農業高校の施設を利用

して開始された。95／ 96年度から、普及員養成基礎コースが定員 30名で１か月間、年間

２回実施されている。研修専任職員は、中央から１名、農業高校職員６名でその業務にあ
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たっている。研修講師は、地方農政局（ＫＡＮＷＩＬ）や州、県地方事務所（ＤＩＮＡＳ）農

業部の専門技術員や農業高校教官が中心になり、その業務実施にあたっている。ＮＴＢで

の地域訓練センター（仮称）は、まさに胚芽（ＥＭＢＲＹＯ）の状態で、今後の発展が強く望

まれている。教育訓練庁所管の研修とは別に、農業省の各総局なども研修活動を実施して

おり、ＫＡＮＷＩＬが調整役としてその取りまとめや研修の活性化に活発に取り組んでい

る。

州内の農業普及員947名、専門技術員 105名、合計 1,000名を超える普及職員並びに農民

リーダーがその研修対象者としてあげられる。将来の研修計画の研修分野は、作物、水産、

畜産、ポストハーベスト、病虫害など多岐にわたって計画されている。こうした研修活動

を通じた島の農業開発の発展に、ＮＴＢ州知事はことのほか熱心で、訓練センター設立に

積極的に取り組んでおり、建設用地や実用圃場の確保やセンター運営予算の支援を約束し

ており、環境は整っているといえる。

今後は、訓練センター（仮称）スタッフの増員に伴う職員、教員の育成を進めるとともに、

研修活動内容やカリキュラム、教材の充実、現地の研修ニーズ開発などを図り、農業関係

者、農漁民の要望に訓練センターとして応え得るよう支援が必要であろう。

２－ 10　無償資金協力

８月14日に無償資金協力要請サイトのある西ヌサテンガラ州ロンボク島マタラムに到着し、８

月９日から現地調査を実施中の他の調査団員と合流し、８月 20日まで協議、現地調査を行った。

無償資金協力関連事項を次に示す。

２－ 10－１　調査結果概要

（1）要請の背景・内容

1） 要請内容

省略

2） プロジェクト目標

本計画は農技協課のプロ技実施予定の案件であり、プロ技側では次のような目標が設

定されており、プロジェクトの全体計画に対する目標はそれに従うものとする。

①上位目標

農業普及・教育研修システムが研究、研修及び普及関係各機関の連携の下に強化さ

れ、中央からフィールドレベルに至る研修・普及活動が強化される。
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②プロジェクト目標

中央農業訓練センター（ＢＰＰＦＴ）での研修が地域訓練センター（ＢＬＰＰｓ）及び

他の研究、普及組織との緊密な連携を通じて改善拡充され、現在の多様化して変わり

つつある農民のニーズに対応できるようになる。

③成果

・中央農業訓練センター（ＢＰＰＦＰ）及び西ヌサテンガラ地域訓練センター（ＢＬＰ

Ｐ）の研修手法、カリキュラム、教材の開発、改善及び拡充

・地域訓練センター（ＢＬＰＰ）及び普及組織への教官の供給

・普及員のフィールドレベルでの普及方法の改善・拡充

・地域訓練センター（ＢＬＰＰ）において教官が行った研修のモニタリング・評価

フィールドによる中央農業訓練センター（ＢＰＰＦＰ）での研修方法、カリキュラム

及び教材への反映と更なる改善

・以上の活動をモデルとしての各地域訓練センター、研究機関及び関係組織との連携

によって中央農業訓練センター（ＢＰＰＦＰ）での研修が更に改善・拡充されること

一方、無償資金協力は西ヌサテンガラの地域訓練センターの建設及び必要機材の調達

を行うものであり、上記目標に対するインプットのひとつと位置づけられる。なお、無

償資金協力に関する成果は地域訓練センターに限られ、成果は次の内容に限定される。

・研修手法、カリキュラム、教材の開発、改善及び拡充

・普及員のフィールドレベル普及方法の改善、拡充

・研修のモニタリング・評価のフィードバックによって、研修方法、カリキュラム及

び教材への反映と更なる改善

・以上の活動をモデルとして各地域訓練センターでは、研究機関及び関係組織との連

携強化により研修が行われる。

また、西ヌサテンガラ地域訓練センターの建設に対して目標を設定すると次のように

なる。

「西ヌサテンガラ州における農業普及員及び農業教官の普及技術が現在多様化して変わ

りつつある同地域の農民のニーズ（作物の多様化及び高付加価値農業生産）に対応し、改

善されること。」

3） 実施機関

農業省教育訓練庁
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4） 上位計画との関係

東スンバワでは、総合基礎経済開発プログラム（ＫＡＰＥＴ）が技術開発省（Ministry

of Reserch and Technology）により計画策定が進んでいる。

この経済プログラムでは西ヌサテンガラ州の内、スンバワ島の経済開発を進め、人口

が集中するロンボク島からスンバワ島への入植を進めることを計画している。また、特

に東スンバワでは免税措置を行い、企業の誘致も進める計画がある。しかしながら、ス

ンバワ島の主要産業は農業であり、農業振興がスンバワ島の経済開発の主要課題と位置

づけられている。農業の振興策としては作物のポストハーベストによる高付加価値化が

重要とされている。

5） 普及員及び農民のニーズ

普及員及び農民のニーズを次に示す。

①乾期の稲作終了後の２次作物の普及（多様化）

②水管理技術の普及

③飼料作物の普及

④農繁期（植え付け期・収穫期）の労働力を補うための技術体系の改善及び農業機械の

導入

⑤農作物、水産物の加工技術の改良、普及（高付加価値化）

⑥作物の品質向上

6） 西ヌサテンガラ州における農業の現状

全体に稲作が農業の主体を成す。特にロンボク島は降水量が多く農業には好条件であ

ることから稲作の比率が高い。スンバワ島ではやはり稲作が主体ではあるが、大豆など

豆類の生産が稲作とほぼ同面積実施されている。

ロンボク島は人口は約260万人、スンバワ島は人口は100万人であるが、ロンボク島は

観光開発が進みつつあり、スンバワ島に比べ農業就業人口の比率が下がりつつある。

7） 対象地域の選定

地域訓練センター対象地域である西ヌサテンガラ州は全国 27州のうち、地域訓練セン

ターが存在しない５州（西ヌサテンガラ、ベンクル、中央スラウェシ、南東スラウェシ、

中央カリマンタン）のうちの１州であり、また、第３次アンブレラ協力において全国のモ

デルとなるべき地域とされた州である。なお、第３次アンブレラ協力でモデルとされる

べきであることが示された州は４州（南スラウェシ、西ジャワ、西ヌサンテンガラ、南カ
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リマンタン）であり、そのうち地域訓練センターが建設されていないのはこの州のみであ

る。

西ヌサテンガラ州の主要な島はロンボク島とスンバワ島であり、地域訓練センター建

設予定地は州の中で農業の中心であるロンボク島に位置する。

この地域訓練センター建設予定地であるロンボク島マタラヌのナルマダ県は月平均降

水量が140ミリメートル、年平均降水量1,670ミリメートルであり、また、火山地質のた

め湧水が多くサイト近傍には乾期においても河川水が流れ、灌漑に利用できるという好

立地条件下にある。

8） 裨益対象

西ヌサテンガラ州の全人口は360万人であり、このうち農民は71％（専業：51％、兼業：

20％：アンブレラ協力計画策定調査、ＪＩＣＡ 1996による）である。直接裨益対象とな

る普及職員（ＰＰＳ：105名、ＰＰＬ：947名）、コンタクトファーマー（10～ 20人の農民

グループのリーダー）は 5,765戸である。

（2）実施体制・維持管理

1） 活動内容

現在、西ヌサテンガラでは地域訓練センターの建物がないものの、中央から技術者１

名が派遣され、既存の農業高校の教室を借り、２回／年の普及員に対する基礎訓練を実

施しており、車両、コンピューターなどの必要機材も徐々に購入され、準備が整いつつ

ある。

また、今後の訓練計画も作成されている。1997／ 1998訓練計画を次に示す。

普　及　員　対　象

1997/1998
30名× 14日×２回（Basic Enterprenurst）

30名× 30日×２回（Basec Extention）

2） 維持管理

地域訓練センター維持管理は農業省教育訓練庁が行う計画であるが、農業省地方出先

機関であるＫＡＮＷＩＬ（農業省州事務所）、他の普及研究機関（ＢＵＰＡＴＩ（県知事事

務所）、ＤＩＮＡＳ（州・県農業事務所）、ＢＩＰＰ（農業情報普及センター）、ＢＰＴＰ

Ｈ（病害虫予防センター）、ＢＰＳＢ－Ｘ（稲作種子検査場）検査、ＩＰＰＴＰ（農業技術

評価試験場）、ＳＰＰ（農業高校）との協力が不可欠である。
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①組織

地域訓練センターの組織としては次の組織が計画されている。

所長

総務部（庶務課、施設・機材課、財務課）

研修部（研修計画課、研修部、訓練施設課、評価管理課）

施設部（モデル農場、化学実験室、農産物加工所、図書室）

②人員体制

既存の 33地域訓練センター及び西ヌサテンガラの他の農業関係の組織から 20名程

度が配置予定である。

③予算体制

予算は各研修コースを開催するための開発予算と、人件費・電気料などの維持管理

費に分けて支出される。次に1996／ 1997までの実績と 1997／ 1998～ 1999／ 2000年の

予算計画を示す。なお、1997／ 1998予算はすでに支出され、1998／ 1999予算は既に

政府内で予算要求がなされている。

year 開発予算 一般予算 総　　計

1995/1996（実績） 5,153万 RP （257万円） 7,698万 RP（383万円） １億 2,851万 RP（640万円）

1996/1997（実績） 6,074万 RP （304万円） １億 2,226万 RP（611万円） １億 8,300万 RP（915万円）

1997/1998（実績） １億 4,600万 RP （730万円） 2,900万 RP（145万円） １億 7,500万 RP（875万円）

1998/1999（予算） ５億 RP（2,500万円） N.A. N.A.

1999/2000（予算） ７億 RP（3,500万円） N.A. N.A.

ＢＬＬＰ 年　度 開発予算 一般予算 総　　計

1994/1995
２億 1,253万 3,000RP ２億 6,465万 RP ４億 7,718万 3,000RP

（1,062万円） （1,323万円） （2,385万円）

1995/1996
２億 176万 9,000RP ３億 1,530万 RP ５億 1,706万 9,000RP

（1,009万円） （1,577万円） （2,586万円）

1994/1995
２億 945万 RP １億 4,079万 5,000RP ３億 5,024万 5,000RP

（1,047万円） （704万円） （1,751万円）

1995/1996
２億 526万 RP １億 9,190万 RP ３億 9,716万 RP

（1,026万円） （960万円） （1,986万円）

チヘア地域訓練センター

（Capacity:150persons）

ランポン地域訓練センター

（Capacity:60persons）

また、同様な地域訓練センターであるチヘア地域訓練センター及びランポン地域訓

練センターの 1994／ 1995、1995／ 1996の予算実績を次に示す。
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（3）技術的内容（建設予定地点の状況）

1） 位置

西ヌサテンガラ州州都のマタラム東方13キロメートル程度の幹線道路沿いの便利な位

置である。また、周辺には既存の農業関係の研究所などが８つ位置する。

2） 電気、電話、上水の状況

電気、電話は道路沿いに配線されており、道路から地域訓練センターまでは配線する

必要がある。

3） 地形

水田上であり、ほぼ平坦である。

4） 地質

扇状地堆積物又は火山泥流堆積物から構成され、周辺に農業関係の研究機関が存在し、

基礎地盤としては大きな問題はないと推測される。なお、Ｂ／Ｄ時にはボーリング調査

が必要である。

5） 土地取得状況

サイト建設地点は既に西ヌサテンガラ州により約１ヘクタール購入されている。また、

この地点から３キロメートル程度東方にモデル農場用の土地が約５ヘクタール確保され

ている。

（4）援助情勢調査

他の援助機関による西ヌサテンガラ地域訓練センターへの協力はない。

（5）インドネシア国内手続き

本件に関する環境影響評価、経済評価などのインドネシア国内手続きは存在しない。

２－ 10－２　本件実施の妥協性

西ヌサテンガラ州はインドネシア国における主要な農業生産拠点であり、稲作が中心に行わ

れてきたが、今後は作物のエステート作物などへの多様化、作物の高付加価値化をめざしてい

る。また、中央農業訓練センター（ＢＰＰＦＰ、チアウイ）での研修が地域訓練センター（ＢＬ

ＰＰ）及び他の研究、普及組織との緊密な連携を通じ改善拡充され、多様で変わりつつある農民
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のニーズに対応できるようになることを目的としたプロジェクトが計画されている。西ヌサテ

ンガラにおける本地域訓練センターはこのプロジェクトの地域訓練センターと位置づけられて

いる。また、本センターに対するこれまでの予算執行の状況、予算計画及び同様な他のセンター

の予算の状況から維持管理は可能と推測される。

このような状況から、本センター建設の妥当性は認められる。

なお、現段階では、建設費用、機材費は数億円と推定されるものの、今後詳細な調査検討が

必要である。

２－ 10－３　課題

（1）農業関係機関との連携

西ヌサテンガラ地域訓練センターでは他の既存の農業関係機関との連携を考えているが、

具体的にどのように連携を行うのか明確にする必要がある。ＢＬＰＰが設立されていない

現在はＫＡＮＷＩＬが主体的に普及員の研修をコーディネートしているが、ＢＬＰＰが設

立された後の連携を明確にする必要がある。

（2）予算の確保

計画されている必要予算が確実に執行される必要があり、確認のための予算書などの入

手が必要である。

（3）研修コース内容

８月18日のマタラムにおける最終協議の席上、インドネシア側から調査団到着後示され

ていた研修コース及び要請施設、機材リストはドラフトであり、修正したい旨表明され、調

査団のマタラム出発直前の８月19日早朝に滞在先のホテルに修正版が届けられ、プロ技と

しての評価、日本側とインドネシア側との間の合意は得られていない。このため、今後、検

討協議する必要がある。

（4）センターの規模、機材の検討

センターの計画と同様に検討協議する必要がある。センターの内容規模、機材内容・数

量についてはカリキュラムとの整合性を考慮し、維持管理可能なものに絞り込む必要があ

る。

（5）積算

要請書の積算根拠は不明であるが、著しく高価であり、一般的なインドネシア国の建物
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の平方メートル単価、無償で実施する場合の平方メートル単価との比較検討を行い、適切

な積算を行う必要がある。

２－ 10－４　事務所への連絡事項

予算書などの必要書類が提出されるので、本部へ送付されたい。

２－ 10－５　今後の予定

調査結果について国内で検討後、無償資金協力の妥当性が確認された場合は 11月～ 12月に基

本設計調査団を派遣予定である。
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第３章　プロジェクトの戦略・方向性

（1）教育訓練庁の組織制度の強化を図る観点から、ひとつのモデル地域訓練センターを選び、中

央訓練センターと併せ、プロジェクト活動を実施することが望ましいが、本プロジェクトの

最終受益者は農漁民であることにかんがみ、その農漁民に直接裨益効果が現れるよう、中央

よりも地方に重点を置いてプロジェクト活動を展開する。

（2）農業専門技術員や農業教官の普及訓練、研修システムの強化を図るため、プロジェクト活動

は、モデル地域訓練センターにおいて専門技術員、普及員及び農民リーダーなどへの研修活

動を支援する。特に地域農業試験場などとの業務連携を強化し、地域に根ざした研修・普及

活動ができるように留意する。

（3）普及員や農民リーダーへの研修教育を通じて普及活動が活発化し、地域農業開発の牽引力と

なる。
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第４章　総　　括

インドネシア国において、農政の重点課題となっているアグリビジネスの振興による農家経営

の改善推進に必要な、農業教育における研修システムの強化について、以下のことが重要である

ことを確認した。

（1）中央農業訓練センターにおいては、中央段階における関係機関との連携を図るとともに、地

域における研修の成果及び問題点のフィードバックにより、全国の農業教官などを対象とし

た、農家の経営改善のための研修システムを強化、改善する。

（2）西ヌサテンガラ州地域訓練センター（仮称）においては、地域内の関連機関と連携して、農家

経営改善のための研修を行い、地域農業の振興を図ることが緊急かつ重要である。

今回の長期調査において「中央農業訓練センター」及び「地域訓練センター」の研修システムの強

化について、中央及び西ヌサテンガラ州などの地域を調査した結果、農家の経営改善強化に直接

結びついた研修システムの構築が重要との視点から、プロジェクト活動としては「地域訓練セン

ターの強化」を図ることが望ましいと判断した。
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第５章　プロジェクト協力の基本計画（案）

５－１　プロジェクト名称

農業普及教育研修推進計画

５－２　インドネシア側実施機関

第１案（事前調査をベース）

責　任　機　関 ： 農業省

実　施　機　関 ： 教育訓練庁

関　連　機　関 ： 研究開発庁

官房農業普及センター

モデルサイト州政府農業局

他試験研究・普及関連機関

第２案（長期調査をベース）

責　任　機　関 ： 農業省

実施機関（中央）： 教育訓練庁

実施機関（地方）： モデル地域地方農政局（ＫＡＮＷＩＬ）農業部、地方事務所（ＤＩＮＡ

Ｓ）農業部

関　連　機　関 ： 官房農業普及センター

： 研究開発庁

： アグリビジネス庁

： モデル地域州知事事務所

： モデル地域農業試験場

実施機関としては、教育訓練庁があげられるが、モデル地域での研修・普及活動の活性化を図

るためには、モデル地域ＫＡＮＷＩＬやＤＩＮＡＳ農業部を地方レベルでの実施機関として、中

央での教育訓練庁との２本立てで実施を考える必要があろう。

プロジェクト実施体制図（案）を図－１に示す。

５－３　合同調整委員会など

（1）合同調整委員会

1） 機　能

本プロジェクトの最高議決機関として合同調整委員会を設置し、少なくとも年に１度、必



- 31 -

要に応じて開催する。その機能、構成案は以下のとおりとする。

a） プロジェクト活動について指導、助言を与えるとともに、農業省や内務省の関係局や

他の関連機関との間で相互に関連する活動の調整を行う。

b） 討議議事録に従い、プロジェクトの年間業務計画の審査、認可を行う。

c） 本プロジェクトの全体的な進捗状況について審査する。

d） 技術協力プログラムの実施に伴い、又は、それに関連して生起する主要問題について

協議、意見交換を行う。

2） 構　成

議　長：農業省事務次官

副議長：教育訓練庁総務事務局長

委　員：国家開発企画庁

農業省研究開発庁

農業省４総局

アグリビジネス庁

本プロジェクトダイレクター

農業教育指導センター

普及教育訓練センター

職員訓練センター

西ヌサテンガラ（ＮＢＴ）州ＫＡＮＷＩＬ農業部

西ヌサテンガラ州ＤＩＮＡＳ農業部

ＪＩＣＡ専門家／ＪＩＣＡ事務所・大使館

（2）プロジェクト運営委員会

議　長：本プロジェクトダイレクター

副議長：西ヌサテンガラ州ＫＡＮＷＩＬ農業部

委　員：本プロジェクトマネージャー（２）

西ヌサテンガラ州ＤＩＮＡＳ農業部

地域開発企画局（ＢＡＰＰＥＤＡ）

農業試験研究機関

西ヌサテンガラ州農業高校（ＳＰＰ）

ＪＩＣＡ専門家
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５－４　プロジェクトサイト

（1）中央：西ジャワ州ボゴール県チアウイ中央農業訓練センター

（2）地方：モデル地域訓練センター（ＮＴＢ州を予定）

５－５　協力期間

５年間

５－６　基本計画

（1）第１案（事前調査）

1）　目　標

a） 上位目標

農業普及・教育研修システムが研究、研修及び普及関係各機関の連携の下に強化され、

中央からフィールドレベルに至る研修・普及活動が改善される。

b） プロジェクト目標

中央農業訓練センターでの研修が地域訓練センター及び他の研究、普及組織とのより

緊密な連携を通じ改善・拡充され、多様で変わりつつある農民ニーズに対応できるよう

になること。

2） 成　果

a） 中央農業訓練センター及びＮＴＢ地域訓練センターの研修手法、カリキュラム、教材

の開発、改善及び充実

b） 地域訓練センター及び普及組織への教官の供給

c） 普及員のフィールドレベルでの普及方法の改善、拡充

d） 普及結果の中央農業訓練センターでの研修方法、カリキュラム及び教材への反映と更

なる改善

e） 以上の活動が各地の地域訓練センター、研究機関、及び普及組織との連携強化により

行われ、中央農業訓練センターでの研修が更に改善・拡充される。

（2）第２案（長期調査）

1） 目　標

a） 上位目標

農業普及関連職員に対する、中央から地方に至る農業普及教育研修システムが、他機
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関との連携を通じ強化される。

b） プロジェクト目標

i） 中央農業訓練センターにおいて、専門技術員（ＰＰＳ）、農業教官（ＢＬＰＰ、ＡＰ

Ｐ、ＳＰＰ）を対象とした農業普及教育研修システムが改善される。

ii）モデル地域訓練センターにおいて、農民を適切に指導できる普及員（ＰＰＬ）が育成

される。

2） プロジェクト成果

［中央レベル］

a） 関連の試験研究、普及機関との連携が強化される。

b） 西ヌサテンガラ州訓練センター教官／専門技術員などの研修養成カリキュラムが中

央農業訓練センターにて作成される。

c） 中央農業訓練センター教官の資質が向上される。

d） 教育訓練庁において、モデル州地域訓練センターの訓練運営、管理体制が確立され

る。

e） 地域訓練センターの設立・運営に係る、中央の人材が育成される。

［地方レベル］

f） モデル地域訓練センターの組織・運営体制が確立される。

g） 研修が持続的に実施される。

h） モデル州の地域訓練センター教官が育成される。

i） 研修教材、マニュアルが作成される。

j） 研修カリキュラムが作成される。

５－７　プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）

ＰＤＭ（案）を表５－１に示す。
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表
５
－
１
　
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
農
業
教
官
訓
練
計
画
（
仮
称
）
Ｐ
Ｄ
Ｍ
案

作
　
成
　
方
　
法
：
長
期
調
査
後
作
成

協
　
　
力
　
　
期
　
　
間
：
19
98
．
８
．
１
～
20
03
．
７
．
31

日
本
側
実
施
機
関
：
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ

パ
ー
ト
ナ
ー
側
実
施
機
関
：
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
農
業
省
教
育
訓
練
庁

対
　
象
　
地
　
域
：
教
育
訓
練
庁
中
央
農
業
訓
練
セ
ン
タ
ー
及
び
西
ヌ
サ
テ
ン
ガ
ラ
州

タ
ー
ゲ
ッ
ト
・
グ
ル
ー
プ
：
①
中
央
農
業
訓
練
セ
ン
タ
ー
教
官
、
②
モ
デ
ル
訓
練
セ
ン
タ
ー
教
官
、
③
モ
デ
ル
州
農
業
普
及
員

【
ス
ー
パ
ー
ゴ
ー
ル
】

【
上
位
目
標
】

農
業
普
及
関
連
職
員
に
対
す
る
、
中
央
か
ら
地
方
に
至
る
農
業
普
及
教
育
研
修
シ
ス
テ
ム
が
、
他
機
関
と
の

連
携
を
通
じ
強
化
さ
れ
る
。

【
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
】

１
）
中
央
農
業
訓
練
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
専
門
技
術
員
（
Ｐ
Ｐ
Ｓ
）、
農
業
教
官
（
Ｂ
Ｌ
Ｐ
Ｐ
、
Ａ
Ｐ
Ｐ
、

Ｓ
Ｐ
Ｐ
）
を
対
象
と
し
た
農
業
普
及
教
育
研
修
シ
ス
テ
ム
が
改
善
さ
れ
る
。

２
）
モ
デ
ル
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
農
民
を
適
切
に
指
導
で
き
る
普
及
員
（
Ｐ
Ｐ
Ｌ
）
が
育
成
さ

れ
る
。

【
成
果
】

（
中
央
レ
ベ
ル
）

１
）
関
連
の
ア
ン
ガ
ラ
試
験
研
究
、
普
及
機
関
と
の
連
携
が
強
化
さ
れ
る
。

２
）
西
ヌ
サ
テ
ン
ガ
ラ
州
訓
練
セ
ン
タ
ー
教
官
／
専
門
技
術
員
な
ど
の
研
修
養
成
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
が
中
央
農

業
訓
練
セ
ン
タ
ー
に
て
作
成
さ
れ
る
。

３
）
中
央
農
業
訓
練
セ
ン
タ
ー
教
官
の
資
質
が
向
上
さ
れ
る
。

４
）
教
育
訓
練
庁
に
お
い
て
、
モ
デ
ル
州
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
の
訓
練
運
営
、
管
理
体
制
が
確
立
さ
れ
る
。

５
）
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
の
設
立
・
運
営
に
係
る
、
中
央
の
人
材
が
育
成
さ
れ
る
。

（
地
方
レ
ベ
ル
）

６
）
モ
デ
ル
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
の
組
織
・
運
営
体
制
が
確
立
さ
れ
る
。

７
）
研
修
が
持
続
的
に
実
施
さ
れ
る
。

８
）
モ
デ
ル
州
の
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
教
官
が
育
成
さ
れ
る
。

９
）
研
修
教
材
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
作
成
さ
れ
る
。

10
）
研
修
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
が
作
成
さ
れ
る
。

【
活
動
】

１
－
１
試
験
研
究
、
研
修
訓
練
、
普
及
の
三
者
協
議
活
動
を
発
足
す
る
。

　
　
２
普
及
活
動
の
実
態
を
把
握
す
る
。

２
－
１
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
善
委
員
会
を
設
置
す
る
。

　
　
２
訓
練
ニ
ー
ズ
調
査
を
実
施
す
る
。

３
－
１
中
央
農
業
訓
練
セ
ン
タ
ー
教
官
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
実
施
す
る
。

４
－
１
モ
デ
ル
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
評
価
を
実
施
す
る
。

５
－
１
モ
デ
ル
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
の
巡
回
指
導
を
実
施
す
る
。

６
－
１
管
理
者
、
技
術
職
員
、
事
務
員
を
配
置
す
る
。

　
　
２
組
織
運
営
委
員
会
を
設
置
す
る
。

　
　
３
州
内
他
機
関
と
の
研
修
実
施
協
力
体
制
を
強
化
す
る
。

７
－
１
研
修
企
画
実
行
委
員
会
を
設
置
す
る
。

　
　
２
普
及
員
研
修
企
画
を
企
画
・
実
施
す
る
。

　
　
３
研
修
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
エ
バ
リ
ュ
エ
ー
シ
ョ
ン
を
実
施
す
る
。

８
－
１
モ
デ
ル
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
の
教
官
育
成
計
画
を
作
成
す
る
。

　
　
２
モ
デ
ル
地
域
訓
練
セ
ン
タ
ー
教
官
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
実
施
す
る
。

９
－
１
教
材
作
成
委
員
会
を
設
置
す
る
。

　
　
２
教
材
素
案
を
作
成
す
る
。

10
－
１
普
及
ニ
ー
ズ
調
整
を
実
施
す
る
。

　
　
２
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
作
成
委
員
会
を
設
置
す
る
。

１
．
養
成
さ
れ
た
普
及
員
が
所
轄
の
普
及
所

で
普
及
活
動
を
行
う
。

２
．
教
育
訓
練
庁
に
お
い
て
、モ
デ
ル
地
域

訓
練
セ
ン
タ
ー
の
成
果
が
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
や
バ
リ
ュ
エ
ー
シ
ョ
ン
課
程
を
通
じ

て
蓄
積
さ
れ
る
。

１
．
研
修
予
算
が
確
保
さ
れ
る
。

２
．
育
成
さ
れ
た
教
官
が
西
ヌ
サ
テ
ン
ガ
ラ

州
の
訓
練
セ
ン
タ
ー
に
と
ど
ま
る
。

【
前
提
条
件
】

a．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
必
要
な
セ
ン

タ
ー
建
設
及
び
施
設
機
材
が
20
00
年

３
月
ま
で
に
完
了
す
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
要
約

指
　
　
標

指
標
デ
ー
タ
の
入
手
手
段

外
部
条
件

１
．
モ
デ
ル
訓
練
セ
ン
タ
ー
で
育
成
さ
れ
た

普
及
員
（
適
切
に
農
民
を
指
導
、
助
言

で
き
る
）
の
数

【
投
入
】

〈
日
本
側
〉

専
門
家
派
遣
（
４
名
）

リ
ー
ダ
ー
／
普
及
教
育

業
務
調
整
／
研
修
管
理

営
農
／
栽
培

研
修
企
画
／
運
営

（
短
期
専
門
家
は
必
要
に
応
じ
）

機
材
供
与
研
修
実
施
、教
材
作
成
な
ど
に
必
要
な

機
材

研
修
員
受
入

年
間
２
～
３
名

１
．
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
、
終
了
時
調
査

１
．
セ
ン
タ
ー
記
録

〈
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
〉

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
任
命

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

各
分
野
３
Ｃ
／
Ｐ
ｓ

事
務
補
助
員

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
運
営
に
必
要
な
予
算

設
備
及
び
建
物
の
提
供
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第７次５か年計画（レペリタVII）における
農業普及・研修開発の展望（仮訳）

国際協力事業団

農業技術協力課

平成 1 0 年１月

I. はじめに

インドネシア国の国家開発は、現在国家開発史上重要な段階に入ろうとしている。第１次 25か

年長期計画が終了し、第２次長期計画が開始される。

第１次長期計画においては、93年の国家開発基本指針が示すように、国家開発は、人材資源の

開発と併せた経済開発に焦点をあわせたものであった。この93年基本指針秩序を実施するために

は、生活、教育、社会福祉の質的向上が図れるよう、国民の効率性及び生産性を増加させること

が必要である。

第２次長期計画では、農業分野において、農民に農業への権限とその自覚をもたせるため、例

えばアグリビジネス、農業開発の地方分権化、施設や農民参加制度の開発などに見られるような

変換が必要である。

農民への自立意識を植えつける施策と関連して、93年の国家開発基本指針は、国家開発を押し

進めるうえで、国民こそが開発の最優先対象だという基本的な提言を示した。開発目的としての

人間として、尊厳を増加するため、発展されるべき人間として、開発の中で人材資源開発強化が

最優先されるべきものである。

農業開発は国家開発と強く結びついており、次期開発の継続にとって、ある程度重要になって

いる。

国家開発の重要性を考慮すると、教育訓練の開発は、農漁民やその家族が独立志向をめざせる

よう人材の質的向上、また一方、栄養の質的改善、非石油産品の輸出増加、外国為替代替や雇用

機会の拡大などを図る戦略の一部となる。

科学・技術や神への信条とともに開発の基本姿勢として、レペリタ VIあるいはレペリタ VIIに

おいても、引き続き継続が期待されるアグリビジネス開発及び特別地域資源開発は、独立志向の

農漁民の創設をめざす理想的な戦略となる。その戦略をもって、特に権限強化のための農業開発

統合並びに農業開発のための権限強化開発統合に見られる地域の経済開発を支援できる近代的農

業システムが開発されることが期待されている。

II. ペリタ VIの最終年度における教育・訓練開発の現状

ペリタ VIにおける教育・訓練の主な特徴は、①農業関係者の人的資源開発、②農業教育訓練施
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設機関開発、③農業教育訓練実施能力の質的向上、④農業教育訓練実施にかかわる市民社会、政

府機関、私企業などとの連携強化、の農業教育訓練の４原則を継続、強化、開発することであっ

た（Catur Karya Diklat Pertanian）。

人材開発の努力は、現場における課題を見いだし、現状の問題点を解決、発展させることに力

点を置いた野外学校（sekolah lapangan）の実践によってなされた。その現場農業の発展を支援す

るためには、農家の積極的な参加が助長されることが不可欠だと判断された。農業教育訓練のセ

ンター組織開発は、各地域における卓越したセンターとしての役割が再確認されたように、現存

の農業教育訓練センターの質的、専門性、有効性の向上である。また、いたるところで新たな農

業教育訓練センター設立の努力がなされ、地域農業開発が発展されようとしている。

農業教育訓練の施設・機関開発は、各地域における「優良知識センター」としての役割に対し、

現存の農業教育訓練施設の質的、効率的ないし専門性の向上をめざすよう方向づけられている。

このほか、地域農業開発促進のため、いくつかの地域においては農業教育訓練センター新設の努

力がなされた。

農業教育訓練の実施は、専門職員の質的向上にその優先度が置かれているほか、この教育訓練

計画の実施、促進のために他機関との連携強化がなされ地域農業開発の促進につながった。

レペリタ VIの終了するこの時期における農業教育訓練の現状は、以下のように性格づけること

ができる。

１．農業開発における積極的な市民参加の強化

２．農業教育訓練施設及び実施面での質的向上、Bengkulu、ＮＴＢ、東チモール、中部スラウェ

シの各州に見られる農業教育訓練施設数の増加、零細農民所得向上計画の農業教育訓練施

設数の増加

３．農業教育訓練の実施上において、社会、政府機関、私企業との連携の強化

これらの現状は、レペリタ VIIの成果達成のため、継続、拡大し発展されることが必要である。

III. 課題と挑戦

レペリタVII（1999／ 2000～ 2003／ 2004）は、21世紀を跨いで開始され、その間、貿易の自由化

が開始されるし、また周辺地域間の経済協力が施行される。地域間から国際的に段階的な自由貿

易時代の突入に際し、農業人材資源開発のあり方が、農業開発の成否を大きく左右する大切な鍵

といえる。

レペリタ VIIへの突入に際し、農業人材資源の養成には、レペリタ VI実施期間中に生じた農業

開発の妨げとなった問題点とともに、今後５～10年の間に直面するであろう挑戦を十分に熟知す

る必要がある。レペリタ VI期間中に生じた現存中の問題点や挑戦は以下のとおりである。

１．国家開発は順調に進展しているものの、これは工業セクターが開発の機動力であり、この
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状態は農業やその他のセクターの目的達成には作用していない。他のセクターと比較して

農業分野の労働力吸収は低く、年平均 2.9％の国民成長率は、農業セクターの雇用機会提供

を制限していることを表している。レペリタVIの機関の農業労働人口は、依然 46.1％と高

く、これは、新しい雇用機会の創設が園芸、水産、プランテーション、畜産などの分野に

よっては求められるもので、そのため、農業教育訓練においても関連の人材資質の向上が

必要であり、それによって既存の雇用機会を充足できるであろうし、さもなくば、その他

のセクターへ労働力を転換することができる。

２．農業分野からその他非農業分野への労働力の転換は比較的低く、また伝統的技術によって

占められている既存農業への資金投資現状も同様に低い。一方、非農業労働力の成長は、高

度な技術要求、投資資金やハイテクの導入などの問題があり、労働力の変換管理がうまく

なされていない。このことは、非農業分野へ労働力転換が図られるための、人材の質的向

上が必要であるということ、更にハイテクと同様農業分野へ資金投資強化への挑戦が必要

であることを示唆している。

３．農業労働力の生産性は非農業分野、特に工業、貿易、サービス業に比べ最も低いと見られ

ている。レペリタ VIに至るまで、農業労働生産性は、工業の23％、全国の労働生産性の39

％に過ぎない。この状態は、農業労働者の教育レベルの低さ、労働時間の低レベルに強く

関連している。農業労働力の教育レベルは漸次改善されてはいるものの、他分野と比較す

ると低い。1990年度では農業労働力の 91.4％が小学校卒、1994年度では 88.5％が小学校卒

であった。1985年の週間労働時間を見ると、週35時間以下の労働者の占める割合は総労働

力の 54.8％で、……教育訓練の強化の必要性は、労働生産性を向上させるとともに、農業

労働力の雇用機会を創造するということを示唆している。

４．農民にとって農業生産の主要因である農地保有状況は、満足すべき結果ではなかった。1983

～ 1993年において、農家の農地所有面積は、0.99ヘクタールから0.87ヘクタールへの12.1

％減少した。これと同様の傾向が１農家当たりの農地占有面積0.95ヘクタールから0.82ヘ

クタールへ減少した。このことは、重要度の低い農地開発のための、教育・訓練開発の必

要性を示唆している。

５．93年までの１人当たり農業労働平均収入は Rp.176万（93年中央統計局による農業センサス

による）で、これは国民１人当たりの収入（Rp.200万）より少ない。この結果より、農業労

働収入、特に漁民の労働収入の向上が必要であることが分かった。

上述したような問題点や課題から、レペリタ VIIの主要な挑戦は、人材能力の開発、農業開発

計画への参加が積極的にできるような、人的資源開発への努力・促進することである。政府の役

割は支援環境を整え、関係機関の代表として人材能力の開発、成長を支援する方向へと変換する

であろう。
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農業教育訓練の主要な挑戦は、農業職員能力の向上、農業施設の質的向上、農民・政府企業機

関との連携強化など、政府の地方分権体制や管理などに見られる本当の農業教育訓練を実施する

中で、農業集団や農業機関の能力向上とそれらの活発な参加を助長することである。

IV. 政策と戦略

A. 政　策

レペリタ VIIにおける、農業開発の模範、法規、政策は以下に転換される。

１．水産、畜産、プランテーション作物、食用作物、園芸作物部門の自由化政策

２．100万ヘクタール農用地開発

３．総合基礎経済開発区（ＫＡＰＥＴ）やアグリビジネス作目開発センター（ＳＰＡＫＵ）を

通じたアグリビジネス開発

４．移民計画

５．青少年対策計画

６．南南協力計画

７．地域経済協力、アジア自由貿易地域、アジア太平洋経済協力の各計画

農業教育訓練開発の一般政策は、引き続き農業教育訓練の４つの課題（Catur Karya DIKLAT

Pertanian）を強化すること。

B. 戦　略

農業教育訓練の４つの課題に集約される教育訓練開発を押し進めるためには、以下の戦略

を実施する。

１．職員の質的向上と地域、県、州などの各レベル別集合活動を以下の活動を通じて実施

する：－

・農業研究者、教師、講師、普及員、農業技術者、病虫害監視員などへの農業教育訓

練の実施

・専門職、機能別の段階的な農業教育訓練の実施

・以下を支援するための、技術的な農業教育訓練の実施：－

水産分野の自由化政策

ＫＡＰＥＴやＳＰＡＫＵ計画

移民政策

植物防疫計画

・農業後継者に対する農業教育訓練を実施し、企業マインドを付与するとともに農業

営農単位を創設させる。
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・小規模なアグロインダストリーを通じ農業産品を生産する農民への農業教育訓練を

実施する。

２．以下の活動を通じて農業教育訓練センターの質的、機能的発展を図ること

・農業営農単位や農業文化資源の実施に責任をもち、かつ教育訓練の実施場所である

農業教育訓練センターの発展

・漁業分野の農業教育訓練センターの設置

・農業ビジネス学校の設置

・普及開発の媒体としたアグリビジネスを基礎とした農業大学を設置する。

・農業普及情報開発センター（ＢＭＩＰ）の設立

・零細農民所得向上計画を発展させ、農業者学校を設立する

３．以下の活動を通じて農業教育訓練実施の質的向上を図ること

・地域の開発、科学技術、労働市場の要求などに資することのできる農業教育訓練シ

ステムの強化

・特定地域の資源状況の特異性と関連づけた農業教育訓練システムの開発

４．農業教育訓練と以下の協力関係を発展させること

・－－－－－不明－－－－－

・農業教育訓練を南南協力のフレーム枠の中で発展させる

・農業教育訓練の実施面で、社会・政府企業体・私企業との協力関係をつくる

・私企業や農家との協力関係に基づくＰ３ＴＳの発展

V. 質的ゴール

長期開発計画フェーズ IIの中で数々の挑戦や変化に直面しながら、レペリタ VIIにおける農業

教育訓練開発は、以下のゴールを達成するよう方向づけられている。

Ａ 以下の技能の質的増加及び開発

１．総合経済開発区（ＫＡＰＥＴ）、ＳＰＡＫＵ、及び 100万ヘクタール農業開発地区の３計

画の漁民、及びその家族に対する技能開発

２．以下の青年層漁民に対する技能開発

・農業高校及び農業ビジネス学校の生徒

・農業大学校、水産大学校の学生

・青年漁民
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・“Saka Taruna Bumi”

・海外の青年農業実習経験生

３．女性漁民

４．漁民パートナーとしての農業職員

５．農業関連業務を行っている私企業

６．南南協力に関与している農業職員

７．南南協力に関与している発展途上国農業

Ｂ 農業教育訓練実施の増強

レペリタ VIIにおける農業教育訓練の進展をめざした教育訓練実施の再認識の必要性が大

切である。

・農産業技術（食用作物、園芸作物、畜産、プランテーション作物、漁業）

・バイオテクノロジー

・企業の民営化

・マーケティング

・情報システム

・植物防疫

・農業技術（食用作物、園芸作物、プランテーション作物、漁業）

・農業教育訓練レベル

Ｃ 教育訓練機関の強化、開発

１．農業ビジネス大学に農業普及アカデミーを設置する

２．インドネシア国の東域、西域に水産アカデミーを設置する

３．農業ビジネス大学校に農業開発高校を設置する

４．水産訓練センターに漁獲技術センターを設置する

５．新規の農業教育訓練センター（Bengkulu、NTB、東チモール、中部スラウェシ）を設置する

６．その他の農業教育訓練機関の役割強化
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計画局、人事局、財政局、組織管理局、法務局、広報局、海外協力局、総務調達局、
国営企業局、農業検疫センター、農業データセンター、農業普及センター

法務局、職員監査官、財政・調達監査官、食用作物・園芸監査官、エステート作物監査官、
畜産監査官、水産監査官

法務局、計画局、種苗局、食用作物生産局、園芸生産局、農地整備・開発局、
農業経営・農産加工局、作物保護局

総務局、計画局、種苗局、生産局、農業経営・農産加工局、整備・作付拡大局、作物保護局

総務局、計画局、種苗局、生産局、畜産経営・畜産物加工局、家畜保健局、畜産振興局

総務局、計画局、種苗局、生産局、漁業経営・水産物加工局、生産資源局、基礎施設局

総務局、規格品質保証センター、開発市場情報センター、
事業開発組織連携センター、投資開発環境影響分析センター

総務局、研究計画調整センター、農業図書館研究情報連絡センター、
土壌・農業気象研究センター、農業社会経済研究センター、食用作物研究開発センター、
園芸研究開発センター、工芸作物研究開発センター、畜産研究開発センター、
水産研究開発センター、農業機械開発センター

総務局、農業教育指導センター、職員教育訓練センター、普及教育訓練センター

総務局、増産計画局、増産モニタリング局

付属資料４．農業関連主要省庁及び農業省組織図

（1993年９月 14日付大統領令などから）

（地方政府）
州農業組織（農業局、畜産局、水産局、エステート局）

Bulog（食糧調達
庁）（長官は食糧
大臣の兼任）で食
糧などの輸出入
を含む需給政策、
価格政策、軍人、
公務員への米の
配給

国内移住・森林伐
採民定住促進

農業・漁業協同組
合行政

水資源総局で水
質資源開発、灌漑
排水など

農業大臣
Sharifudin
Baharsjah
93/3/17-

食糧担当
国務大臣
Ibrahim Hasan
93/3/17-

公共事業
大臣
Radinal
Moochcar
93/3/17-

協同組合
大臣
Subiaktol
Tjakrawerdaya
93/3/17-

移住大臣
Siswonol
Yudohusodo
93/3/17-

林業大臣
Djamaledinl
Soeryohadik
oesocmo
93/3/17-

森林・林業行政

大臣顧問

地方農政局（27 州）

官 　 房（ 次 官 ）

監 査 総 局

食用作物園芸総局

エ ス テ ー ト 局

畜 産 総 局

水 産 総 局

アグリビジネス庁

研 究 開 発 庁

教 育 訓 練 庁

ビ マ ス 事 務 局

州 知 事
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付属資料５．普及関連組織の概要

農民グループ 農民グループ 農民グループ 農民グループ 農民グループ

農業普及所ＢＰＰ
１郡～数郡をカバー

ＰＰＬ駐在

農業普及所ＢＰＰ 農業普及所ＢＰＰ 農業普及所ＢＰＰ

州政府

　州農業担当局（農業省の４総局にそれぞれ対応の事務所）ＰＰＳ駐在

農業普及情報センター
（ＢＩＰＰ）
計画中

県農業担当課

　（農業省の４総局にそれぞれ対応の事務所）ＰＰＳ、ＰＰＬ駐在

国機関

農業省州事務所 地域訓練センター（ＢＬＰＰ） 農業短期大学
（ＫＡＮＷＩＬ× 27箇所） （ＢＬＰＰ× 33箇所） ＡＰＰ×６箇所

ＰＰＳ駐在
農業高校

ＳＰＰ× 20箇所

農業技術評価試験場
ＢＰＴＰ、ＬＰＴＰ× 17箇所

ＰＰＳ駐在

官房 教育訓練庁 ４総局 研究開発庁

　農業普及センター 　農業教育指導センター 　食用作物園芸総局

　エステート総局

　普及教育訓練センター 　畜産総局

　水産総局

　職員訓練センター

水産大学

農業省

州
レ
ベ
ル

県
レ
ベ
ル

郡
レ
ベ
ル
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付属資料６．事前調査結果の概要

（1）1997年２月 16日、事前調査団を派遣し、要請背景及び内容を確認、日本側協力内容を検討、

プロジェクトフレームワークをインドネシア側関係者と協議した。調査結果は以下のとおり。

1） 要請背景及び当該分野問題点

・インドネシア国農業の命題であった米の自給については、一応の対応準備は終わった。

（1982年に自給を達成したが、以後、天候により不作、豊作の年があり、不作時は輸入、豊

作時は輸出している。）一方、工業化を軸とした経済発展により国民所得が向上、嗜好が多

様化してきており、パラウィジャ作物、野菜、果物及び肉類の需要の高まりが見られ、輸

入量が増加している。

・他方、工業化の進展は、相対的に生産性の低い農業部門と工業部門の格差を一層拡大させ

ており、農村部から都市部への人口流入を引き起こしている。農家後継者確保の観点から、

農村若年層にとって、「農業」を魅力あるものにすることが求められており、その打開策と

して、アグリビジネス、アグロインダストリーの振興による生産性の向上、産業としての

農業の浮揚がめざされている。（その一環として農業省内にアグリビジネス庁が設けられ

た。）

・上記農産物のニーズ変化及び農業生産性向上の命題に対し、インドネシア国農業普及サー

ビスが、元 「々米増産」から始まったこともあり、有効に機能しておらず、研修内容の改善

を通じ、農業普及関連職員の野菜、果樹など「米」以外の作物の栽培技術、ポストハーベス

ト及び地域社会開発などの分野における知識並びに技術の向上が求められている。

・また、一般にインドネシア国にあっては、「試験研究」と「普及」の連携が図られておらず、

農家レベルでの研究ニーズが、試験研究内容に反映されていないという現実がある。

2） プロジェクトサイト（候補地）の現状

・チァウィ中央農業訓練センター（ＢＰＰＦＰ在西ジャワ州ボゴール市）

同訓練センターの役割、実施されている研修内容及び関連機関（ボゴール農科大学）との

連携状況を確認。また、併せて施設・設備内容を確認、宿泊施設などの補修工事が実施中

であった。同工事の完了により、プロジェクト活動を実施するうえで支障ない見込み。

・西ヌサテンガラ州ロンボク島

センター建設予定地及び周辺試験研究機関など視察。また、普及員及び専門技術員より、

インタビューし、研修センター建設のニーズがあることを確認。

現在は、マタラムの農業高校（ＳＰＰ）などで研修を実施している。
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3） 日本側協力内容

・中央から末端レベルに至るまでの普及実施体制の強化（含む試験研究機関との有機的連携の

構築）を、研修を通じた普及関連職員の資質向上をとおして図る。

・具体的には、①中央農業訓練センターにおいて、試験研究機関などと強調を図りながら地

域訓練センター教官向け研修の内容改善を図り、②研修を実施し、③再訓練した教官を地

域訓練センターに配置、④モデル地域訓練センターにおいて、普及員及び中核農民対象の

研修内容の改善を図り、⑤研修を実施、⑥研修結果を中央訓練センターのカリキュラムに

反映させることにより、上記目標を達成する。

4） 無償資金協力によるセンター建設の位置づけ

・中央での活動の実証（改善した研修内容が、「農家ニーズ」に合致したものであるかの検証）

の場としてモデル地域訓練センターを設置する必要がある。

また、プロジェクト目標が、中央から末端レベルまでの普及体制の教科をめざしている以

上、地域訓練センターでの活動は、当然プロジェクト範囲に含まれてくる。

・モデルセンターを設置するとして、既存のセンターよりも、新規に建設されるセンターの

方が、既成の実施体制がないぶん、新しいことを試みやすい。

・現在、地域訓練センターがない地域は５州であり、今回無償資金協力によるセンター建設

及び施設整備の要請があがっている西ヌサテンガラ州は、第３次アンブレラ協力において、

４つのアグロ・エコシステムのうち、「天水、低地」のモデル州に選ばれており、農業開発

の重点地域に指定されている。

・西ヌサテンガラ州センター建設予定地周辺には連携可能な試験研究機関（含む農業評価試験

場など）が複数あり、地域レベルでの試験研究と普及の連携モデルを構築するうえで、有利

である。

・上記の理由から、西ヌサテンガラ州における無償資金協力のよる地域訓練センター建設を

「必要」であると提案した。
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（4）西ヌサンガラ州における農業普及活動に係る組織関係図
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